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論 文 要 旨	 	 	 	 	 		

	

	

所属ゼミ	 後藤研究会	 氏名	 胡昳蝶（フイディエ）	

（論文題名）	

	

日本の介護分野における国際貢献への道	

－人材確保と介護技術の移転を両立させる外国人材のマネジメント・モデルの検討－	

	

	

（内容の要旨）	

	

	 日本では近年、急速な少子高齢化によって介護サービスの需要が急増している。団塊の世代が後

期高齢者に達する 2025 年には、37.7 万人の介護人材の不足が予測されており（厚生労働省，2015）、

今後、介護人材をいかにして確保するかが深刻な問題となっている。こうした背景から、日本では

二国間経済連携協定（EPA：Economic	Partnership	Agreement）に基づき、2008 年 7 月から 2017 年

10 月までの間に、インドネシア、フィリピン、ベトナムから、計 3529 人の外国人介護福祉士候補

者の受け入れを行ってきた。しかし、受け入れを行った候補者のうち、およそ４割に相当する 1423

人（2017 年 10 月時点）が、早々に帰国する結果となった（厚生労働省,	2017）。	

	

	 職場や生活における葛藤は、生産性の低下を招くだけでなく、勤務の継続を困難とすることが報

告されており、介護人材の不足解消のためには、外国人介護人材が活躍できる環境整備が急務とな

っている。	

	

	 前述の背景・課題を踏まえて、本研究では日本の施設型介護事業者を対象に、日本の介護人材不

足を解消すること、日本の高い介護技術を海外へ展開することで、国際貢献を行うことを目的とし、

外国人介護人材の活躍に影響する要因を調査した上で、外国人介護人材の活躍促進に向けたマネジ

メントモデルを提案する。	

	

	 調査対象として、介護事業所と外国人介護職員に分けて、それぞれ個別インタビューを実施した

上、グラウンデッド・セオリー・アプローチ（GTA）を用いてインタビューデータの分析を行い、外

国人介護人材の活躍に影響する要因を明確にする。	

	

	 最後に、分析結果を踏まえて、外国人材を受け入れる際に、サービスの質と量の確保に向けた労

働生産性を焦点に当たって、職場多少化への環境整備、外国人介護職員向けのキャリアパス、効率

的な日本語学習について提案した。	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


